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Ⅰ 基本計画策定の考え方 

 

１ はじめに 

荒尾市民病院は、昭和 16 年の創立以来、有明医療圏iの中核病院として、荒尾市民はもとより、有明地域の住民

に対し、医療の安心と安全、健康の維持・増進を図るため、質の高い医療を提供してきた。既存施設の建設から 40

年以上が経過した状況の中、「荒尾市民病院中期経営計画」の実施状況の点検・評価を目的とした「荒尾市民病院

あり方検討会」（以下、「あり方検討会」という。）から、新病院建設の必要性についての提言を受け、平成 25 年

10 月に市長から「あり方検討会」に「荒尾市民病院建設基本構想・基本計画の策定」について諮問がなされたも

のである。 

「あり方検討会」での度重なる検討・審議を経て、平成 26 年 7 月に「荒尾市民病院新病院建設基本構想（案）」

についての答申がなされ、これらの経緯を踏まえ、当院が将来にわたり地域医療の中心的役割を果たし、地域住民

の命と暮らしを守り続けることができるよう、同年 8 月に新病院建設に向けた基本構想が策定されたものである。 

基本構想においては、新病院の担うべき役割や機能、それを維持するための病床規模、さらには、新病院の建設

地や概算事業費についても示したところであり、今後、基本構想を踏まえて新病院建設へ向けた具体的な施設要件

を定め、設計、施工へと進んでいくためには、新病院の基本計画において、より具体的な病院機能や設計要件を定

めておく必要がある。そこで、本基本計画では、各部門の運営方針や必要な機能、施設の配置構成、医療機器・医

療情報システム整備、物流管理・アウトソーシング方針、新病院建設における整備の方向性を定めたところである。 

特に、「部門別基本計画」、「医療機器・情報システム整備方針」、「物流管理・アウトソーシング方針」について

は、院内での「部門別ワーキンググループ」における課題や意見等の取りまとめ、統括診療部長をプロジェクトリ

ーダーとした「新病院建設プロジェクト会議」における各ワーキンググループ間の調整や計画案の策定、「幹部会

議」における意思決定や計画案の承認といった推進体制により、新病院が基本構想に定める役割や機能を果たせる

よう、検討を重ね、積み上げたものである。 

また、新病院建設後も健全経営を維持するために、今後の進むべき目標を示した事業収支計画や将来における経

営形態の見直し方針についても定めたものである。             
 

Ⅰ 基本計画策定の考え方 

 

１ はじめに 

荒尾市民病院は、昭和 16 年の創立以来、有明医療圏iiの中核病院として、荒尾市民はもとより、有明地域の住民

に対し、医療の安心と安全、健康の維持・増進を図るため、質の高い医療を提供してきた。既存施設の建設から 40

年以上が経過した状況の中、「荒尾市民病院中期経営計画」の実施状況の点検・評価を目的とした「荒尾市民病院

あり方検討会」（以下、「あり方検討会」という。）から、新病院建設の必要性についての提言を受け、平成 25 年

10 月に市長から「あり方検討会」に「荒尾市民病院建設基本構想・基本計画の策定」について諮問がなされたも

のである。 

「あり方検討会」での度重なる検討・審議を経て、平成 26 年 7 月に「荒尾市民病院新病院建設基本構想（案）」

についての答申がなされ、これらの経緯を踏まえ、当院が将来にわたり地域医療の中心的役割を果たし、地域住民

の命と暮らしを守り続けることができるよう、同年 8 月に新病院建設に向けた基本構想が策定されたものである。 

基本構想においては、新病院の担うべき役割や機能、それを維持するための病床規模、新病院の建設地や概算事

業費についても示したところであり、さらには、この基本構想を踏まえて新病院建設へ向け、設計、施工へと進ん

でいくために、より具体的な病院機能や設計要件を定めた「荒尾市民病院新病院建設基本計画（案）」についての

答申が平成 27 年 1 月 28 日になされたものである。 

本基本計画では、各部門の運営方針や必要な機能、施設の配置構成、医療機器・医療情報システム整備、物流管

理・アウトソーシング方針、新病院建設における整備の方向性を定めたところである。 

特に、「部門別基本計画」、「医療機器・情報システム整備方針」、「物流管理・アウトソーシング方針」について

は、院内での「部門別ワーキンググループ」における課題や意見等の取りまとめ、統括診療部長をプロジェクトリ

ーダーとした「新病院建設プロジェクト会議」における各ワーキンググループ間の調整や計画案の策定、「幹部会

議」における意思決定や計画案の承認といった推進体制により、新病院が基本構想に定める役割や機能を果たせる

よう、検討を重ね、積み上げたものである。 

また、新病院建設後も健全経営を維持するために、今後の進むべき目標を示した事業収支計画や将来における経

営形態の見直し方針についても定めたものである。 

今回、あり方検討会からの基本計画（案）の答申から３年以上が経過し、医療制度等の変化や建設計画の変更を

踏まえた基本計画（案）の時点修正を行う必要があることから、院内ワーキンググループにおける各部門の運営方

針や機能等の再検討、建設地や建設スケジュールの変更を踏まえた事業収支計画の修正など、基本計画（案）の更

新を行ったうえで取りまとめたものである。          
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３ 新病院の基本方針（基本構想より再掲） 

（２） 「やりがいを持てる魅力ある病院」 

 

① 就労環境と医療の質を確保し、医師・看護師等を引き寄せる病院 
・スタッフの休憩室等の設置や産休・育休、短時間勤務等による子育て世代への配慮、非正規雇用者等の処遇

改善を実施し、働きやすい環境づくりを行う。 

・お互いを尊重できる風土づくりと温かい心を持った医療人の育成を図る。 

・公正な業務評価制度を構築し、努力や頑張りが適正に評価される仕組みを作る。 

・院内の医療従事者への教育、研修の充実を図るとともに、臨床研修医や各種実習生、再就業を目指している

潜在看護師等、また、地域の医療従事者を対象に、個別の教育プログラムを展開する。 

・現在、熊本県地域医療支援機構において検討されている『熊本大学医学部付属病院 地域医療支援センター

分室（仮称）iii』の当院への設置に向けて、市や関係機関とも協力し、最大限努力する。県北地域の拠点病

院としての機能の拡充を図るとともに、教育機関としても充実を図る。                          

３ 新病院の基本方針（基本構想より再掲） 

（２） 「やりがいを持てる魅力ある病院」 

 

① 就労環境と医療の質を確保し、医師・看護師等を引き寄せる病院 
・スタッフの休憩室等の設置や産休・育休、短時間勤務等による子育て世代への配慮、非正規雇用者等の処遇

改善を実施し、働きやすい環境づくりを行う。 

・お互いを尊重できる風土づくりと温かい心を持った医療人の育成を図る。 

・公正な業務評価制度を構築し、努力や頑張りが適正に評価される仕組みを作る。 

・院内の医療従事者への教育、研修の充実を図るとともに、臨床研修医や各種実習生、再就業を目指している

潜在看護師等、また、地域の医療従事者を対象に、個別の教育プログラムを展開する。 

・熊本大学との包括的連携協定に基づき、「高齢者大規模認知症コホート研究」を始めとする熊本県の「知の

拠点」である熊本大学からの調査研究事業や、人材育成に寄与することを目的として、「熊本大学医学部研

究室分室」の設置を検討する。                         
 

【旧】平成 27 年 1 月（3 ページ） 【新】平成 30 年 2 月（3 ページ） 
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６ 新病院の施設整備方針 

 

（１） 建設地 

 

基本構想において建設地に選定した荒尾競馬場跡地は、今後、土地の整理や用途地域の見直しなどが予定されて

いる。同敷地内における新病院の建設位置については、競馬場跡地の全体的な活用方針や土地の利用計画と調整を

図りつつ、今後の設計の中で定めるものとする。 

 

                 
 

６ 新病院の施設整備方針 

 

（１） 建設地 

 

新病院の建設地については、基本構想において荒尾競馬場跡地を選定して以降、その後の政策判断等により、野

外音楽堂周辺を適地とするなど、約３年が経過したところであるが、庁内の プロジェクトチームにおける検討な

どを踏まえ、最終的には「市民病院敷地とその隣接地（現地）」に建設することを決定した。 

その決定した３つのポイントは次のとおりである。 

 

①将来にわたる市民や患者の皆様の利便性 

荒尾駅周辺と緑ケ丘地区周辺の２核のまちの中間に位置し、市内全域や国道２０８号、国道３８９号、将来は

有明海沿岸道路からもアクセスが良好。 

②医療環境の変化に対応する拡張性 

敷地面積が約４ha と、医療施設の増設や将来の建替えも十分可能な広い敷地。 

③建設計画における法令手続きの容易性 

都市計画の変更などの困難な手続きはなく、通常行う法令手続き等のみで、新病院の開院が確実に見込める。 

 

同敷地内における新病院の具体的な建設内容については、敷地全体の活用方針や、公共交通との連携も踏まえた、

新病院が２核のまちの中心的な存在になるようなまちづくりと調整を図りつつ、今後の設計の中で定めるものと

する。 
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新病院建設予定地
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JR鉄道敷

荒尾市内の主な幹線道路
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遊園地

JR鉄道敷

荒尾市内の主な幹線道路
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新病院建設地

現地 
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Ⅲ 医療機器・情報システム・委託・物流方針 

 

１ 医療機器及び情報システム整備方針 

 

（２） 医療情報システム整備方針 

 

① 新病院における医療情報システム整備に係る基本的な考え方 
ア 整備方針 

医療情報システムについては、既に電子カルテや各部門システムを導入している。また、平成２６年度、地

域医療再生基金を活用し、地域の医療機関と診療情報を共有するシステムを構築する。 

医療情報システムは、既存システムの保守期間やオペレーティングシステムのサポート期間等を考慮した

上で更新すべきである。現在のシステムの更新時期が迫っていることや新病院開院時の運用混乱を避けるた

めにも、新病院開院前に更新することが望ましいと考えられるため、平成29年度をめどに更新し、新病院に

移設する。 

なお、医療情報システムの更新に当たっては、院内の医療情報システム委員会を中心に、詳細な検討を行

った上で更新するものとする。                    

Ⅲ 医療機器・情報システム・委託・物流方針 

 

１ 医療機器及び情報システム整備方針 

 

（２） 医療情報システム整備方針 

 

① 新病院における医療情報システム整備に係る基本的な考え方 
ア 整備方針 

医療情報システムについては、既に電子カルテや各部門システム及び、地域の医療機関と診療情報を共有す

るシステムを導入している。 

また、医療情報システムは、既存システムの保守期間やオペレーティングシステムのサポート期間等を考慮

した上で更新すべきである。現在のシステムの更新時期が迫っていることや新病院開院時の運用混乱を避け

るためにも、新病院開院前に更新することが望ましいと考えられるため、平成 30 年 2 月に更新し、新病院

に移設する。 

なお、医療情報システムの更新に当たっては、院内の医療情報システム委員会を中心に、詳細な検討を行

った上で更新するものとする。                      
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Ⅳ 設計・施工の発注手法について 

 

【基本的な考え方】 

○当院は、耐震改修促進法に基づき、平成 27 年 12 月末までに耐震診断結果の報告が義務付けられており、早急

に耐震化の方針を決定する必要があるので、目標とする開院年度（平成 31 年度）よりも遅延する発注手法は検

討の対象としない。 

○現状、東日本大震災の復興事業や東京オリンピックに向けた公共事業などの影響もあって、資材や労務費が高騰

しており、建設費の動向は不透明である。発注時の経済・社会情勢等に合わせた柔軟な対応が可能な発注手法を

選択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各発注手法を比較したところ、一括発注方式では、都市計画の変更が事業者へのリスクとなるため、発注自体が

遅れ、目標開院時期に遅延が生じる可能性がある。（特にＰＦＩ方式では、事前の検討期間が必要で目標開院時期

に間に合わない。） 

一方、分離発注方式は、契約期間が分散されるため、物価変動によるリスクが抑えられるというメリットがある。 

これらを踏まえ、新病院の整備に当たっては一括発注を除く発注方式を、発注時期の状況に応じて採用すること

とする。加えて、設計作業と並行し、施工に関するコスト削減策・工期短縮策について、設計事業者や施工事業者

の技術提案を求めるなどして、費用の削減と工期の短縮を図る。 

 

 

 

Ⅳ 設計・施工の発注手法について 

 

【基本的な考え方】 

○当院は、建設時より 40 年以上が経過し、早急に耐震化する必要があるため、目標とする開院年度（平成 34 年

度）よりも遅延する発注手法は検討の対象としない。 

○現状、東日本大震災や熊本地震の復興事業、東京オリンピックに向けた公共事業などの影響などによる資材単価

の高騰や、働き方改革により労務費も上昇傾向にあり、建設費の動向は不透明である。発注時の経済・社会情勢

等に合わせた柔軟な対応が可能な発注手法を選択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各発注手法を比較したところ、PFI 方式による一括発注方式では、事前の検討期間が必要で目標開院時期が遅れ

る可能性がある。一方、通常の一括発注方式（設計者･施工者等の JV 方式等含む）では、工期短縮やコスト縮減

方策など様々なメリットもある。 

分離発注方式は、契約期間が分散されるため、物価によるリスクが抑えられるというメリットがある。 

これらを踏まえ、新病院の整備に当たっては PFI 方式による一括発注を除く発注方式により、発注時期の状況に

応じて採用することとする。加えて、設計作業と並行し、施工に関するコスト削減策・工期短縮策について、設計

事業者や施工事業者の技術提案を求めるなどして、費用の削減と工期の短縮を図る。 
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【一般的な発注手法のイメージ】 

基本
設計

実施設計 造成、本体工事（外構含む）、移転

基本
設計

実施設計 造成、本体工事（外構含む）、移転

基本
設計

実施設計 造成、本体工事（外構含む）、移転

分離発注
（従来方式）

一部一括発注

一括発注

造成、本体工事（外構含む）、移転

設計と施工を分離して発注する方式であり、設計業務は設計事務所に発注し、建築工事は施工会社に
発注する。設計業務に関しては基本設計と実施設計を包括する事例もある。
一般的な手法で、全国の自治体立病院の多くで採用されている手法である。
方式：一般競争入札、総合評価方式

基本設計は設計事務所、実施設計から建築工事までを施工会社に発注する。
建設費の抑制や工期の短縮化を目的に、近年自治体立病院での採用事例が見られる。
方式：デザインビルド方式（実施設計・施工一括発注）

基本設計から同一事業者に発注する。
基本設計から施工会社と契約する場合もあるが、コンソーシアム型（設計事務所と施工会社のJV）や
PFI方式も一括発注として位置づけられる。
方式：デザインビルド方式（設計・施工一括発注（コンソーシアム型）、設計施工一貫発注）、PFI方式

【一般的な発注手法のイメージ】 

基本
設計

実施設計 造成、本体工事（外構含む）、移転

基本
設計

実施設計 造成、本体工事（外構含む）、移転

基本
設計

実施設計 造成、本体工事（外構含む）、移転

分離発注
（従来方式）

一部一括発注

一括発注

造成、本体工事（外構含む）、移転

設計と施工を分離して発注する方式であり、設計業務は設計事務所に発注し、建築工事は施工会社に
発注する。設計業務に関しては基本設計と実施設計を包括する事例もある。
一般的な手法で、全国の自治体立病院の多くで採用されている手法である。
方式：一般競争入札、総合評価方式

基本設計は設計事務所、実施設計から建築工事までを施工会社に発注する。
建設費の抑制や工期の短縮化を目的に、近年自治体立病院での採用事例が見られる。
方式：デザインビルド方式（実施設計・施工一括発注）

基本設計から同一事業者に発注する。
基本設計から施工会社と契約する場合もあるが、コンソーシアム型（設計事務所と施工会社のJV）や
PFI方式も一括発注として位置づけられる。
方式：デザインビルド方式（設計・施工一括発注（コンソーシアム型）、設計施工一貫発注）、PFI方式

【新】平成 30 年 2 月（26 ページ） 



 

 

 

●メリット  ●デメリット  工期 コスト 品質 
分
離
発
注
型 

●競馬場跡地の土地の整理や都市

計画の変更と平行して進めるこ

とができる。 
●工種、工区分けにより工事間の

調整が必要となり一括発注より

工期が延びる可能性がある。 

●他の発注手法と比べて、契約期

間が分散されるため、物価変動

によるリスクが抑えられる。 
●施工者のノウハウを生かしたコ

スト縮減が期待できない。 
●工事を分離・分割するため諸経

費が割高となる。 
●病院の実績が豊富

な設計者による設

計・監理が行わ

れ、品質確保が期

待できる。 

一
括
発
注
型 

●実施設計と合わせて施工図の作

成が可能となり工期短縮が見込

める。 

●施工ノウハウを生かした設計に

よる工期短縮が期待できる。 

●都市計画の変更が事業者へのリ

スクとなるため、発注自体が遅

れる可能性がある。 
●要求仕様書の作成が必要とな

り、基本設計期間が延びる。 

●設計と施工を一括発注すること

で事業期間が短縮され、分離発

注よりもコスト縮減効果が期待

できる。 

●施工ノウハウを生かしたコスト

縮減が広範囲に期待できる。 
●契約期間が長期間となり、物価

変動によるリスクが大きい。 

●設計、施工を事業

者主導で行うこと

になるため、専門

知識を持つスタッ

フがいなければ、

病院の意見が十分

に反映できないこ

とが起こり得る。 
（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
） 

●発注前に導入効果や要求水準の

詳細な検討が必要であり、１年

程度の準備期間が必要となる。 
●都市計画の変更が事業者へのリ

スクとなるため、発注自体が遅

れる可能性がある。 

●設計から維持管理、運営までの

一括発注により、民間のノウハ

ウ、創意工夫によるコスト縮減

が期待できる。 
●公立病院整備においては、企業

債が活用できることから、民間

財源調達のメリットがない。 
●契約期間が長期間となり、物価

変動によるリスクが大きい。 
●全国的にも、特に

運営面での成功事

例が少ない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●メリット  ●デメリット  工期 コスト 品質 
分
離
発
注
型 

●工種、工区分けにより工事間の

調整が必要となり一括発注より

工期が延びる可能性がある。 
●設計・施工それぞれに発注準備

期間が必要となり、一括発注よ

り工期が延びる可能性がある。 

●●他の発注手法と比べて、契約

期間が分散されるため、物価変

動によるリスクがある。 
●施工者のノウハウを生かしたコ

スト縮減が期待できない。 
●工事を分離・分割するため諸経

費が割高となる。 
●病院の実績が豊富な設

計者による設計・監理

が行われ、品質確保が

期待できる。 

一
括
発
注
型 

●実施設計と合わせて施工図の作

成が可能となり工期短縮が見込

める。 

●施工ノウハウを生かした設計に

よる工期短縮が期待できる。 

●発注準備期間が 1 回で終わるた

め、工期短縮が期待できる。  

●設計と施工を一括発注すること

で事業期間が短縮され、分離発

注よりもコスト縮減効果が期待

できる。 

●施工ノウハウを生かしたコスト

縮減が広範囲に期待できる。 
●●契約期間が長期間となり、物

価変動によるリスクがある。 

●設計者及び施工者の JV

によるものであれば、

それぞれの専門性を生

かし品質を確保でき

る。 

●設計、施工を単独の事

業者で行うと、専門知

識を持つスタッフがい

なければ、病院の意見

を十分に反映できない

ことが起こり得る。 
（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
） 

●発注前に導入効果や要求水準の

詳細な検討が必要であり、１年

程度の準備期間が必要となる。  

●設計から維持管理、運営までの

一括発注により、民間のノウハ

ウ、創意工夫によるコスト縮減

が期待できる。 
●公立病院整備においては、企業

債が活用できることから、民間

財源調達のメリットがない。 
●●契約期間が長期間となり、物

価変動によるリスクがある。 
●全国的にも、特に運営

面での成功事例が少な

い。 
 

 

 

 

 

 

【各発注手法のメリット・デメリット】 

【旧】平成 27 年 1 月（27 ページ） 

【各発注手法のメリット・デメリット】 

【新】平成 30 年 2 月（27 ページ） 



Ⅴ 事業収支計画について 

（２） 事業収支計画の設定条件 

 

【新病院建設事業費】 

○建設事業費及び医療機器等整備費については、基本構想における概算事業費 9,888 百万円において試算（具

体的な建築工事費は、基本設計以降の段階においてに確定するため）。 

○事業費に対する一般会計からの繰入金については、交付税措置額のみを繰り入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 事業収支計画について 

（２） 事業収支計画の設定条件 

 

【新病院建設事業費】 

○建設事業費及び医療機器等整備費については、概算事業費 約 109 億円において試算（具体的な建築工事費

は、基本設計以降の段階においてに確定するため）。 

○事業費に対する一般会計からの繰入金については、交付税措置額のみを繰り入れる。 

（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円）
費用

（税込）

288

7,203

1,914

483

9,888

※用地取得費及び造成費は含まない。

合計

建築工事費
【㎡単価３０６千円×延床面積21,400㎡×1.1（消費税率）】
（㎡単価は東日本大震災以降の同規模・同機能病院の平均値、延床面積は同
規模病院の部門別面積の平均値を基に設定した当院の部門別面積の積上げ）

医療機器等整備費 【移転時に必要な整備費を想定】

その他 解体撤去費及び移転費（他病院の平均値による）

項　　　　　目 事業費設定の根拠

設計費 【建築工事費の4.0％を想定】

費用
（税込）

288

7,203

1,914

1,040

483

10,928

項　　　　　目 事業費設定の根拠

設計費 【建築工事費の4.0％を想定】

合計

建築工事費
【㎡単価３０６千円×延床面積21,400㎡×1.1（消費税率）】
（㎡単価は東日本大震災以降の同規模・同機能病院の平均値、延床面積は同
規模病院の部門別面積の平均値を基に設定した当院の部門別面積の積上げ）

医療機器等整備費 【移転時に必要な整備費を想定】

その他 解体撤去費及び移転費（他病院の平均値による）

関連事業費 用地取得費及び造成費等

【旧】平成 27 年 1 月（28 ページ） 【新】平成 30 年 2 月（28 ページ） 



【２つのシナリオによる入院・外来の収益設定】 

 

Ａ 目標シナリオ：病院が達成を目指す目標病床利用率や目標診療単価を設定した。 

新病院建設による施設や人員配置の効率化などを最大限に活用し、収入の増加と費用の削減

に戦略的に取り組んでいくものである。 

Ｂ 標準シナリオ：達成が十分見込める病床利用率や診療単価を設定した。 

ただし、結果的に想定外のことであってもその結果責任から逃れることはできないため、今

後もこれまで同様、外部や内部の環境の変化に対応した病院経営に努め、目標以上の成果を

目指していくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 事業収支計

画の試算結果 

＜純損益及び累積欠損金について＞  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純損益（折れ線）は、Ａ目標シナリオにおいては、開院翌年の平成３２年度以降は黒字を維持する。一方、Ｂ標準

シナリオにおいては、新病院の施設及び医療機器の減価償却費が重なる 

【２つのシナリオによる入院・外来の収益設定】 

 

Ａ 目標シナリオ：病院が達成を目指す目標病床利用率や目標診療単価を設定した。 

新病院建設による施設や人員配置の効率化などを最大限に活用し、収入の増加と費用の削減

に戦略的に取り組んでいくものである。 

Ｂ 標準シナリオ：達成が十分見込める病床利用率や診療単価を設定した。 

ただし、結果的に想定外のことであってもその結果責任から逃れることはできないため、今

後もこれまで同様、外部や内部の環境の変化に対応した病院経営に努め、目標以上の成果を

目指していくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 事業収支計画の試算結果 

＜純損益及び累積欠損金について＞   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純損益（折れ線）は、Ａ目標シナリオにおいては、開院翌年の平成３５年度以降は黒字を維持する。一方、Ｂ標準

シナリオにおいては、新病院の施設及び医療機器の減価償却費が重なる 

項目 
目標シナリオの設定 

（H42 年度） 

標準シナリオの設定 

（H42 年度） 

（参考） 

H25 年度実績 

病床利用率 90％ 83.0％ 81.2％ 

入院診療単価 54,453 円 48,641 円 45,562 円 

入院収益 4,901 百万円 4,035 百万円 3,698 百万円 

外来患者数 

（１日当たり） 
388 人 379 人 344 人 

外来診療単価 17,702 円 17,882 円 16,248 円 

外来収益 1,668 百万円 1,645 百万円 1,365 百万円 

項目 
目標シナリオの設定 

（H42 年度） 

標準シナリオの設定 

（H42 年度） 

（参考） 

H28 年度実績 

病床利用率 84.7％ 80.8％ 83.0％ 

入院診療単価 52,956 円 51,970 円 47,288 円 

入院収益 4,487 百万円 4,198 百万円 3,935 百万円 

外来患者数 

（１日当たり） 
388 人 378 人 370 人 

外来診療単価 17,804 円 17,810 円 17,455 円 

外来収益 1,676 百万円 1,635 百万円 1,569 百万円 
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【各シナリオの主な設定】 
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【各シナリオの主な設定】 
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ため、開院から６年間において、毎年２億円程度の赤字が予測されるものの、医療機器の償却が終わる平成

３７年以降は、毎年２億円程度の黒字が予測される。 

累積欠損金（棒）は、Ａ目標シナリオにおいては、純損益の黒字が続くことから、平成４０年度までに解消す

る。一方、Ｂ標準シナリオにおいては、純損益の赤字が６年間続くことから、平成３６年度に最大で約２８億円

となることが予測される。しかしながら、その後は純損益の黒字が続き、平成４８年度には累積欠損金も解消で

きると予測される。  
＜資金収支について＞   
現金の支出を伴わない減価償却費や除却費を除き、現金の動きを可視化した資金収支は、Ａ目標シナリオにお

いては、新病院の開院以降も資金不足に陥ることなく推移する。 

一方、Ｂ標準シナリオにおいては、医療機器整備費の財源である企業債の元金の償還金により、開院の翌年か

ら４年間は資金繰りが苦しくなることが予測される。しかしながら、資金不足となるのは平成３２年度の１年の

みであり、平成３６年度以降については、３億円前後の安定した経営が維持できる領域で推移すると予測される。

なお、医療機器整備費の償還により資金繰りが苦しくなると予測される期間については、基本構想においても示

したとおり、市の一般会計からの支援も視野に入れ、市全体で経営健全化を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため、開院から５年間においては、毎年赤字が予測されるものの、医療機器の償却が終わる平成３９年度以

降は、毎年１億円以上の黒字が予測される。 

累積欠損金（棒）は、Ａ目標シナリオにおいては、純損益の黒字が続くことから、平成３９年度までに解消す

る。一方、Ｂ標準シナリオにおいては、純損益の赤字が６年間続くことから、平成３８年度に最大で約１８億円

となることが予測される。しかしながら、その後は純損益の黒字が続き、平成４７年度には累積欠損金も解消で

きると予測される。  
＜資金収支について＞          
現金の支出を伴わない減価償却費や除却費を除き、現金の動きを可視化した資金収支は、Ａ目標シナリオにお

いては、新病院の開院以降も資金不足に陥ることなく推移する。 

一方、Ｂ標準シナリオにおいても、比較的安定した経営が維持できるものと予測され、特に医療機器整備費の

財源である企業債の元金償還後の平成３９年度以降については、より安定した経営が維持できる領域に推移し

ていくと予測される。なお、医療機器整備費の償還により資金繰りが苦しくなる場合については、基本構想にお

いても示したとおり、市の一般会計からの支援も視野に入れ、市全体で経営健全化を図っていく。 
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【A 目標シナリオの収支の推移】 

 

 

【B 標準シナリオの収支の推移】 

 

 

 

   

【A 目標シナリオの収支の推移】 

 

 

 

【B 標準シナリオの収支の推移】 
 

     

【収益的収支】 開院 2 3 4 5 6 7 12

 区 分

１．病院事業収益 6,408 6,808 6,846 6,895 6,955 6,982 7,020 7,229 7,269 7,251

（1）医業収益 6,160 6,559 6,598 6,647 6,707 6,735 6,774 6,986 7,030 7,015

（2）医業外収益 249 249 248 248 248 247 247 243 239 237

（3）特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．病院事業費用 7,630 6,793 6,805 6,823 6,828 6,782 6,530 6,508 6,354 6,356

（1）医業費用 6,366 6,467 6,483 6,501 6,506 6,465 6,210 6,214 6,081 6,096

（2）医業外費用 327 312 308 306 307 302 305 279 258 245

（3）特別損失 938 15 15 15 15 15 15 15 15 15

医業損益 -206 92 115 145 201 269 564 771 949 918

医業収支比率 96.8% 101.4% 101.8% 102.2% 103.1% 104.2% 109.1% 112.4% 115.6% 115.1%

経常損益 -284 29 56 87 142 215 505 736 930 910

経常収支比率 95.8% 100.4% 100.8% 101.3% 102.1% 103.2% 107.8% 111.3% 114.7% 114.3%

純損益 -1,222 15 41 72 127 200 491 721 915 895

累積欠損金 -2,016 -2,001 -1,960 -1,888 -1,761 -1,560 -1,069 2,027 5,883 8,621

【資本的収支】
資本的収入 533 358 358 358 384 600 300 304 308 610

資本的支出 735 975 886 896 953 899 646 619 715 953

資本的収支 -203 -617 -527 -538 -570 -300 -345 -316 -407 -343

【資金余剰等】

単年度資金余剰 311 213 318 340 366 668 659 848 831 876

累積資金余剰 2,045 2,258 2,576 2,916 3,282 3,950 4,609 8,115 12,229 14,793

借入金残高 10,591 9,954 9,407 8,850 8,235 8,275 7,968 6,121 4,732 4,028

資金回収率 19.3% 22.7% 27.4% 33.0% 39.9% 47.7% 57.8% 132.6% 258.4% 367.2%

【一般会計繰入額（再掲）】
3条会計繰入（収益的収支） 439 439 438 438 438 437 437 433 429 427

4条会計繰入（資本的収支） 81 189 189 189 214 130 131 135 138 141

合計 520 627 627 627 652 568 568 568 568 568

単位：百万円

収
入

平成50年度平成42年度 平成47年度平成36年度 平成37年度

支
出

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

【収益的収支】 開院 2 3 4 5 6 7 12

 区 分

１．病院事業収益 6,136 6,153 6,180 6,217 6,255 6,278 6,303 6,340 6,229 6,100

（1）医業収益 5,887 5,904 5,932 5,969 6,008 6,031 6,057 6,097 5,990 5,864

（2）医業外収益 248 248 248 248 247 247 246 243 239 236

（3）特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．病院事業費用 7,318 6,408 6,420 6,437 6,426 6,387 6,117 6,060 5,864 5,836

（1）医業費用 6,070 6,083 6,097 6,115 6,106 6,070 5,803 5,767 5,591 5,576

（2）医業外費用 310 310 308 307 305 302 299 279 258 245

（3）特別損失 938 15 15 15 15 15 15 15 15 15

医業損益 -183 -178 -165 -146 -98 -39 253 330 399 287

医業収支比率 97.0% 97.1% 97.3% 97.6% 98.4% 99.4% 104.4% 105.7% 107.1% 105.1%

経常損益 -245 -241 -226 -206 -156 -94 201 294 379 278

経常収支比率 96.2% 96.2% 96.5% 96.8% 97.6% 98.5% 103.3% 104.9% 106.5% 104.8%

純損益 -1,183 -255 -240 -220 -170 -109 186 280 364 263

累積欠損金 -1,820 -2,076 -2,316 -2,536 -2,706 -2,815 -2,629 -1,480 -154 779

【資本的収支】
資本的収入 533 358 359 359 384 600 301 304 308 611

資本的支出 735 975 886 896 953 899 646 619 715 953

資本的収支 -202 -617 -527 -537 -569 -299 -345 -315 -407 -342

【資金余剰等】

単年度資金余剰 334 -73 35 48 69 357 354 406 280 244

累積資金余剰 2,082 2,009 2,044 2,092 2,161 2,518 2,872 4,417 6,000 6,759

借入金残高 10,591 9,954 9,407 8,850 8,235 8,275 7,968 6,121 4,732 4,028

資金回収率 19.7% 20.2% 21.7% 23.6% 26.2% 30.4% 36.0% 72.2% 126.8% 167.8%

【一般会計繰入額（再掲）】
3条会計繰入（収益的収支） 438 438 438 438 438 437 436 433 429 426

4条会計繰入（資本的収支） 82 189 189 189 215 131 131 135 139 141

合計 520 627 627 627 652 568 568 568 568 568

平成31年度 平成32年度 平成50年度平成42年度

単位：百万円

収
入

支
出

平成47年度平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

【収益的収支】 開院 3 4 5 6 7 12

 区 分
１．病院事業収益 6,433 6,950 6,957 6,989 7,069 7,108 6,956 6,953 6,928 6,752

（1）医業収益 6,105 6,447 6,488 6,512 6,538 6,539 6,558 6,568 6,523 6,359

（2）医業外収益 327 503 469 477 531 569 398 385 405 392

（3）特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．病院事業費用 6,223 8,250 6,836 6,855 6,909 6,922 6,579 6,521 6,444 6,176

（1）医業費用 5,941 6,569 6,512 6,532 6,587 6,602 6,262 6,217 6,160 5,904

（2）医業外費用 270 321 312 311 310 308 305 292 272 260

（3）特別損失 12 1,360 12 12 12 12 12 12 12 12

医業損益 164 -123 -25 -20 -50 -63 296 351 363 455

医業収支比率 102.8% 98.1% 99.6% 99.7% 99.2% 99.0% 104.7% 105.6% 105.9% 107.7%

経常損益 221 60 133 146 171 198 388 443 495 588

経常収支比率 103.6% 100.9% 101.9% 102.1% 102.5% 102.9% 105.9% 106.8% 107.7% 109.5%

純損益 210 -1,300 121 134 159 186 377 432 484 576

累積欠損金 -337 -740 -620 -485 -326 -140 237 1,434 3,786 5,422

【資本的収支】
資本的収入 5,497 668 262 531 262 294 325 295 238 510

資本的支出 5,773 842 843 1,131 934 1,071 843 708 728 948

資本的収支 -276 -174 -581 -600 -672 -777 -519 -413 -490 -438

【資金余剰等】
単年度資金余剰 202 306 379 387 411 311 381 477 438 349

累積資金余剰 918 1,224 1,603 1,990 2,401 2,712 3,093 4,386 6,451 7,574

借入金残高 10,568 10,552 10,085 9,905 9,347 8,651 8,183 6,972 5,526 4,874

資金回収率 8.7% 11.6% 15.9% 20.1% 25.7% 31.4% 37.8% 62.9% 116.7% 155.4%

【一般会計繰入額（再掲）】
3条会計繰入（収益的収支） 490 668 635 644 697 704 503 487 503 487

4条会計繰入（資本的収支） 48 48 92 93 93 125 155 125 69 72

合計 538 715 727 736 790 829 658 613 571 559

支
出

単位：百万円

収
入

平成50年度平成42年度 平成47年度平成38年度平成37年度 平成39年度平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

【収益的収支】 開院 3 4 5 6 7 12

 区 分
１．病院事業収益 6,143 6,726 6,706 6,712 6,765 6,800 6,641 6,623 6,758 6,639

（1）医業収益 5,815 6,222 6,236 6,235 6,234 6,230 6,243 6,238 6,353 6,247

（2）医業外収益 327 503 469 477 531 569 398 385 405 392

（3）特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．病院事業費用 6,158 8,193 6,771 6,783 6,831 6,842 6,498 6,436 6,402 6,149

（1）医業費用 5,875 6,512 6,448 6,461 6,509 6,522 6,181 6,131 6,118 5,877

（2）医業外費用 270 321 312 311 310 308 305 292 272 260

（3）特別損失 12 1,360 12 12 12 12 12 12 12 12

医業損益 -60 -290 -211 -226 -274 -291 63 106 235 370

医業収支比率 99.0% 95.6% 96.7% 96.5% 95.8% 95.5% 101.0% 101.7% 103.8% 106.3%

経常損益 -3 -107 -54 -59 -54 -31 155 199 368 502

経常収支比率 99.9% 98.4% 99.2% 99.1% 99.2% 99.6% 102.4% 103.1% 105.8% 108.2%

純損益 -15 -1,467 -66 -71 -66 -42 143 187 356 490

累積欠損金 -1,003 -1,573 -1,639 -1,710 -1,776 -1,818 -1,675 -1,200 276 1,650

【資本的収支】
資本的収入 5,497 668 262 531 262 294 325 295 238 510

資本的支出 5,773 842 843 1,131 934 1,071 843 708 728 948

資本的収支 -276 -174 -581 -600 -672 -777 -519 -413 -490 -438

【資金余剰等】
単年度資金余剰 -23 139 193 181 186 82 148 233 310 263

累積資金余剰 252 391 584 765 952 1,034 1,182 1,752 2,940 3,802

借入金残高 10,568 10,552 10,085 9,905 9,347 8,651 8,183 6,972 5,526 4,874

資金回収率 2.4% 3.7% 5.8% 7.7% 10.2% 12.0% 14.4% 25.1% 53.2% 78.0%

【一般会計繰入額（再掲）】
3条会計繰入（収益的収支） 490 668 635 644 697 704 503 487 503 487

4条会計繰入（資本的収支） 48 48 92 93 93 125 155 125 69 72

合計 538 715 727 736 790 829 658 613 571 559

単位：百万円

収
入

支
出

平成47年度平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成42年度 平成50年度平成33年度 平成34年度

【旧】平成 27 年 1 月（31 ページ） 【新】平成 30 年 2 月（31 ページ） 



 

Ⅵ 経営形態について 

 

（１） 見直しの背景 

当院では、地方公営企業法を全部適用した平成２１年４月以降、病院事業管理者を中心に経営改善に向けた取組

みが進められており、５年連続の黒字決算を達成している。総務省の公立病院改革ガイドラインに基づく経営改革

プラン「荒尾市民病院中期経営計画」の点検及び評価を行っている「荒尾市民病院あり方検討会」からも、『改善

傾向が定着している』との評価を受けている。 

 

 

 

 

 

 

（３） 一般地方独立行政法人への移行に当たっての主な課題 

 

【累積欠損金の解消】 

地方独立行政法人への移行に当たっては、累積欠損金と不良債務を解消することが基本とされている。仮に、目

標とする平成３１年度の開院時に移行する場合、標準シナリオの収支計画では、市から１０億円以上の追加繰入が

必要となる。          
 

 

 
Ⅵ 経営形態について 

 

（１） 見直しの背景 

当院では、地方公営企業法を全部適用した平成２１年４月以降、病院事業管理者を中心に経営改善に向けた取組

みが進められており、増収増益を継続し、黒字決算を達成している。なお、平成 26 年度においては、新会計基準

への移行に伴う退職給付引当金の計上などにより赤字決算となっているが、旧基準によれば黒字であり、減資処分

により累積欠損金も減少している。 

また、総務省の公立病院改革ガイドラインに基づく経営改革プラン「荒尾市民病院中期経営計画」の点検及び評

価を行っている「荒尾市民病院あり方検討会」からも、『改善傾向が定着している』との評価を受けている。 

 

 

 

 

（３） 一般地方独立行政法人への移行に当たっての主な課題 

 

【累積欠損金の解消】 

地方独立行政法人への移行に当たっては、累積欠損金と不良債務を解消することが基本とされている。仮に、目

標とする平成３４年度の開院時に移行する場合、標準シナリオの収支計画では、市から１０億円以上の追加繰入が

必要となる。         
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